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【要 旨】

本論は県内電子・電機産業の付加価値金額産出要因と給与決定要因の分析から県内電子・

電機産業の課題と地域特性を考察し地域としての対応を提示したものである｡ 県内の製造業

の中心である電子・電機産業は､ 国内では高付加価値・高給与業種である｡ しかし鳥取県や

東北諸県の一部ではその給与水準は全国に比べ低く､ 電子・電機産業のなかで地域給与格差

が存在する｡

給与の源泉は一人当たり付加価値金額であり､ 給与水準は本来これと相関性があるはずだ

が､ 地域固有の特性がある｡ たとえば都市圏の給与は平均的付加価値金額比率以上であり､

地方諸県はそれ以下である｡ 大企業傘下の地方事業所は､ 本社の研究開発費や販売・管理費

などの負担や､ 企業内の役割によって実際の付加価値金額は低くなる｡ しかしそれ以上の格

差の存在が指摘できる｡ いわば地方は地方であるために給与水準が低い｡

電子・電機産業の生産現場では2000年前後から製造請負､ 製造業派遣が増加してきた｡ こ

の結果地方の製造拠点は大企業であってもその企業内の給与水準との連動が切断され､ 地方

の派遣従業者等の給与は地域の給与水準に連動するようになった｡ 特に地方の電子・電機産

業は､ 製造特化型の事業所でありその影響を強く受ける｡ 労働形態の変化と鳥取県の給与が

全国に比べ下方乖離し始めた時期はほぼ一致する｡ 県内電子・電機産業は､ 大企業傘下の地

方事業所の経営形態､ 労働制度の二面から地域に大きな問題を投げかけている｡

これに対する地域の対応は､ 地域に活動拠点を持つ中小事業者が電子・電機産業の世界的

潮流である生産体制へ適合した形態へ転換を促すことにある｡ 電子・電機産業ではパソコン

や各種の電子・電機製品の完成品組み立てはすでに労働集約型､ 低付加価値分野となってい

る｡ 現在の高付加価値分野は特化技術と生産性に基づき部品､ 複合部品を､ 規格化された世

界市場に販売するオープンアーキテクチャー形態にある｡ これに適応していくためには､ 鳥

取県は県内中小企業の基盤として販売組織や技術支援体制を地域内にとどまらず､ 国内外の

広域的ネットワークを活用し形成すべきである｡ これによって特化技術をもった中小企業の

誘致環境も整う｡

一方で､ 大企業傘下の地域事業所は既存のものも､ 今後誘致していく対象としても重要で

ある｡ 同時に地域への成果として給与を確保していくことが求められる｡ 大企業傘下の事業

所への悪影響を防ぎつつ鳥取県の給与を適正化するためには､ 全国的な法制度のなかで派遣

労働の高給与化や待遇向上を地方諸県と共同して中央政府に働きかけるべきである｡ さらに

低給与の理由となっているグローバル化に対しても不当､ 不正な低賃金諸国への国際的制度

対応も視野に入れるべきである｡ 競争条件を適正化することで地域的デメリットを是正する

ことが重要である｡ 地方分権時代にあっては､ 時代の潮流に対応できる能力を地域は自ら案

出し実践していくことが求められる｡
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1. 製造業活性化の地域的意義

製造業は地域に新たな価値をもたらし､ しかも地域内の資源､ 人口規模に制約されず､ 知識と生産

設備の融合によって新たな市場を創造し､ 世界に市場を拡大することができる｡ 一人当たりの付加価

値生産額や従業者一人当たりの給与も地域内の市場を対象とする商業・サービス業に比べ高い｡ 東京

都や大阪府以外のほとんどの県の県民所得は製造業比率との相関関係が深く､ 製造業は地域活性化効

果が大きい｡

地域にとって理想的な製造業は､ 地域内の企業が高額の付加価値額を産出し､ その成果として多く

の従業者を雇用し､ 高水準の給与を従業者に分配し､ さらに利益を地域内で再投資し､ 地域の運輸業

や金融業などの地域内関連産業への波及効果が高く､ グローバル化に対する耐性をもち､ 事業所が持

続的に地域に存続する､ といった特徴を持とう｡

一方で企業は､ 社会に有用な財を供給することにより利益を得ることを目的としている｡ より多く

の利益獲得を目的とする企業にとって､ 事業所の立地する地域は製品の市場規模が大きく､ 安価で豊

富な労働力があり､ 原材料購入先が近くにあり購入販売の輸送コストが安い､ といった立地上の優位

性を持つことが望ましい｡ 事業環境次第では事業所撤退も簡単に行えることを好む｡

地域と企業は､ 販売金額と原材料投入等の差額である付加価値金額の拡大という目的では一致する｡

この付加価値金額は県民所得として地域の実力を測る基本指標となっている｡ しかし､ 付加価値金額

を企業の利益と従業者の給与に分配する段階で､ 地域と企業の利益は相反する｡

電子・電機産業の県内製造業に占める比率は高い｡ しかし給与水準は電子・電機産業に属する三つ

の業種とも47都道府県中では極めて低い｡ その原因は付加価値金額の高低に起因するだけではなく､

地域事業所の経営形態､ 労働政策等など地域性を反映したものである可能性がある｡ 給与水準が一般

的な決定要因に従わない県が複数ある｡ それは好成果をもたらしているケースとその逆がある｡ 鳥取

県は低成果ケースである｡ 地域の主産業である電子・電機産業の付加価値および給与を引き上げてい

くためには､ この地域性､ さらにその背景を確実に把握していかなければ的確な対応は難しい｡

本論はこうした問題意識のもとで県内最大の製造業である電子・電機産業に関し､ 47都道府県の集

積度､ 従業員一人当たり付加価値金額および給与金額の一般的決定要因､ 例外要因を分析し､ 鳥取県

の地域特性を明らかにし､ そのうえで県内電子・電機産業の活性化策とその成果を地域に反映させる

ための地域対応を論じたものである｡

2. 県内製造業の付加価値金額と給与

鳥取県の産業に占める製造業比率は､ 47都道府県中ではほぼ平均レベルである1｡ しかし2005年工

業統計表の県内製造業の平均給与は47都道府県中44位である (以下特に断りのない限り経済産業省

｢工業統計表｣ の2005年データを用いて分析を行う)｡ 県内製造業は期待される地域への効果が必ずし

も確保されていない｡ この原因は､ 製造業が低賃金型の業種構成に偏っているか､ 各業種の賃金レベ

ルが他県に比べ低いか､ あるいはこれらの混合によるものと推測される｡

製造業の業種別従業者一人当たりの付加価値・給与水準は､ 大きく三つに分けられよう2｡ 付加価

値・給与水準が最も高い業種は装置産業でかつ寡占の進んでいる石油化学､ 鉄鋼などの素材産業であ

り､ これに自動車産業､ 電子・電機産業などの総合的組み立て産業が次ぎ､ 最も低いのは食品加工､

繊維､ 衣服､ 木材加工など労働集約的な比較的小規模な製造業である｡ 繊維や紙・パルプは､ 装置型・

寡占型の大規模メーカーと地場の小規模メーカーに分化する｡

県内製造業は､ 電子・電機産業､ 食品製造業､ 飲料・たばこ製造業の構成比が高い｡ 特に電子・電

機産業の構成比は47都道府県中では最も高く､ 鳥取県は同産業の特化が進んでいる｡ 県内には付加価

値の多い装置型寡占産業は無く､ また総合組み立て産業である自動車産業も部品メーカーが多少存在

－ 4－

1 鳥取県県民経済および国民経済計算の産業に占める製造業比率｡
2 千葉 (2006) で論及｡



している程度である｡ こうした県内製造業の構成比からは高付加価値金額､ 高給与に大きな期待はで

きないといえよう｡

産業構成比とともに､ 個々の産業の付加価値金額と給与水準の格差も大きな影響を与える｡ 特に県

内構成比の高い電子・電機産業の付加価値金額､ 給与水準は影響度が大きい｡ 県内で付加価値金額､

給与水準で特異な動きを示す業種に飲料・たばこ産業と紙・パルプ産業がある｡ 鳥取県の飲料・たば

こと紙・パルプ産業は給与レベルが全国を上回るものの､ 出荷金額に対する付加価値金額の率は全国

平均を下回る｡ これは､ 出荷生産性が高いことと大企業の製造ラインが中心でありその企業内の給与

水準は維持されているものの､ 出荷額は企業内の他事業所への中間材料､ 販売用在庫であり最終的な

販売価格ではなく利益を含んでいないためとみられる｡ 食品製造業や衣料等製造業などの付加価値金

額は全国平均に比べ低いが､ 給与水準格差は小さい｡
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図1 鳥取県の製造業構成比
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図2 鳥取県の産業別給与と付加価値金額の対全国格差
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電子・電機産業は比較的高度な産業であると理解され､ この比率が高いことは､ 地域にある程度の

付加価値産出額の高さや､ 給与水準をもたらすことが予想される｡ 実際､ 国内での電子部品・デバイ

ス産業の給与水準は比較的高い部類に属する｡ しかし､ 鳥取県はそうではない｡ 鳥取県の給与水準が

低いのはすべての産業の付加価値金額や給与が全国平均を下回っているのではなく､ 構成比の高い電

子・電機産業が全国平均の給与水準に比べ低いことにありそうである｡

3. 鳥取県の電子・電機産業の国内的位置

3.1 電子部品・デバイス産業の都道府県間の特性

3.1.1 集積程度､ 付加価値金額､ 給与水準

－ 6－

表1 電子・電機産業の都道府県別特化度
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電子・電機産業は電子部品・デバイス､ 電気機械､ 情報通信機器に分けられる｡ 鳥取県はこれらの

なかでも電子部品・デバイス産業が出荷額､ 付加価値金額で最も大きい｡ しかし県内からみて大きく

とも､ 国内的にみればその存在は大きいものではない｡ 地域特性を明らかにするためには､ 国内にお

ける位置づけ､ 特性を明らかにしなくてはならない｡

電子部品・デバイス産業は､ 表1にあるように､ 事業所数は基本的には都市圏とその周辺県の多さ

が目立つ｡ 長野県は地方県であるが電子・電機産業では東京都､ 大阪府に並ぶ規模を持つ｡ 従業員数

では地方県が目立つようになり､ 出荷額は地方県が大規模工場､ 量産性という特徴で上位を占める｡

これは､ 長野県のような例外もあるが歴史的に東京都や大阪府周辺に集積していた電機産業が､ 電子

関連の開発技術や生産プロセスの革新に伴い地方に大型の工場を展開させていったことによろう｡

従業員一人当たりの付加価値金額､ 給与水準など質の面では､ 集積上位県のうち付加価値金額1位

は三重県であるが､ 長野県は11位､ 秋田県､ 福島県など地方の出荷額の多い県で後退が目に付くよう

になる｡ 従業員一人当たりの付加価値金額では､ 事業所数､ 従業員数､ 出荷額の小さい長崎県､ 高知

県､ 徳島県などが上位に来る｡ 徳島県の日亜化学のように突出した企業がある場合､ 県単位の集積規

模が小さくとも一人当たりの付加価値額が高まることが理由と考えられる｡

従業員一人当たり給与は三重県が12位､ 長野県は21位と地方諸県は付加価値金額に比べさらに後退

し､ 福島県41位､ 秋田県42位と出荷額の大きい地方県が下位になる｡ 1位は京都府､ 2位は奈良県､ 3

位愛媛県､ 4位神奈川県､ 東京都は11位である｡ 電子部品・デバイス産業は､ その集積が従業員一人

当たりの付加価値金額を必ずしも高めるとはいえない｡ 従業員一人当たりの付加価値金額と給与は基

本的には比例するはずであるが給与水準が低位の県と高い県で例外が生じる｡

3.1.2 従業員一人当たり付加価値金額の決定要因

給与と付加価値金額の関係を論じる前に､ その基礎となる従業員一人当たり付加価値金額の決定要

因を明らかにしておく｡ 工業統計表上の付加価値金額の定義は ｢付加価値金額＝生産額－原材料使用

額－減価償却額｣ であり､ 付加価値金額は基本的にはコストである原材料使用額と販売・出荷額に従

う生産額との差分によって決まる｡ 販売・出荷総額は販売・出荷量と単価に分解できる｡ 従業者一人

当たりの付加価値金額はこれらの要素を組み合わせることによって決まる｡ この要素をすべて最適化

できなくともいずれかが優れていれば他の要素が劣っていても生産性を向上できる｡ 減価償却額は定

義上大きいほど付加価値金額を減らすことになるが､ 装置産業にみられるように従業員一人当たりの

設備額を示す労働装備率が高ければ一人当たりの生産性をむしろ増大させる効果がある｡ その小ささ

が付加価値金額を増大させるとは言い切れない｡ 以下分析では､ 従業者一人当たり付加価値生産額を

｢付加価値額生産性｣､ 従業者一人当たり出荷額を ｢出荷額生産性｣､ 県内出荷額に対する原料使用額

を ｢原材料使用率｣､ 従業員一人当たり減価償却額の代理変数として ｢従業者一人当たり固定資産額｣

を使用し､ これらを ｢付加価値額生産性要素｣ と称する｡

47都道府県の電子部品・デバイス産業の付加価値額生産性を原材料使用率と出荷額生産性で回帰分

析を行うと､ 決定係数は0.83698である (図3)｡ 一県単位では出荷額の多さに加え､ 原料使用率にお

ける県外原材料購入率が低く､ 地域内での購買､ 販売が累積できる垂直的集積が進んでいるほど､ 地

域の付加価値は大きくなる｡ 定義どおりであるが決定係数が0.84とやや低いのは､ 各地域で二要因以

外の影響力が大きい場合や､ 付加価値額生産性と出荷額生産性の平均としての係数､ 定数項がその背

後にある地域固有の事情によって乖離しているためと思われる｡ 例えば三重県､ 広島県､ 長崎県､ 大

分県は大型設備の存在による突出した出荷額生産性を持ち､ 徳島県は開発技術による価格優位性によっ

て高い付加価値額生産性を示している｡ 付加価値額生産性の低い東北諸県では出荷額生産性が低く､

鳥取県はいずれも引下げ要因だが特に原材料使用率の高さ､ 県外依存の高さが目立つ｡

二要因のほか､ 地域的な事業所規模をある程度示す事業所当たりの従業員数と付加価値金額との間

では相関は見られず､ 事業所当たりの従業員数が地方県より少ない東京都や大阪府の付加価値金額が

����レポート����	
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むしろ高い｡ 従業員一人当たり固定資産額が高い県で､ 高付加価値金額生産性を実現している県もあ

るが､ 鳥取県並みの低い水準で高付加価値金額を実現している県もある｡

鳥取県は原材料使用率が高く､ 出荷額生産性も低く､ 従業者一人当たり固定資産額も全国平均を下

回り､ 付加価値額生産性が低い条件が備わっている｡ 47都道府県を平均的にみれば､ 付加価値額生産

性は原材料使用率と出荷額生産性によって説明できる｡

3.1.3 従業者一人当たり付加価値金額と従業者一人当たり給与

電子部品・デバイス産業の従業員一人当たり付加価値金額と給与水準はある程度の相関があるが､

都市圏と地方圏ではその関係が異なる｡ また地方､ 都市の区分とは別に付加価値額生産性が低いにも

かかわらず従業者一人当たり給与水準が高い京都府や奈良県といった例がある｡ また､ 電子部品・デ

バイス産業が製造業に占める比率の高い県は､ 給与水準が低い傾向もある｡ 電子部品・デバイス産業

では都市圏から地方への歴史的展開経緯､ 経営組織､ 地方事業所の位置付けによって地域固有の機能

やこれに応じた給与水準の存在が浮かび上がってくる｡

京都府や奈良県の従業員一人当たり付加価値金額は高くはない｡ 特に奈良県の場合､ 付加価値総額

を超える給与が支払われている｡ これは奈良県にシャープの三箇所の基幹的研究所が所在し､ 生産は

行わないが研究部門では相応の給与が支払われているためといえる｡ こうした研究費用は､ 知識労働

の正当な報酬であるが､ 統計上は地方の生産拠点の付加価値金額から支払われることになる｡ 企業の

本社､ 研究所､ 生産拠点はその機能に応じた立地戦略がとられ､ 企業内の給与政策によって再配分さ

れる｡ 一方地方の生産工場では現業部門として給与は企業利益最大化のためにコストの一部として徹

底的に抑制の対象となり､ しばしば給与と付加価値の乖離が生じる｡ 地域からみた電子部品・デバイ

－ 8－
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図3 電子部品・デバイス産業の付加価値額生産性要因
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ス産業はこうした枠組みの中で動いている｡ 実際､ 地方県に立地する電子部品・デバイス産業は､ 付

加価値が高くても高額の給与が支払われているわけではない｡ 地方諸県では一般に付加価値金額に対

する給与比率 (分配率) が低い｡ ただし三重県､ 広島県､ 長崎県は付加価値に対する給与比率は小さ

いが､ こられの県は従業者一人当たり固定資産額､ すなわち労働装備率が高く､ 膨大な付加価値金額

を生産することで分配率の低さを補っている｡

����レポート����	

－ 9－

図4 電子部品・デバイス産業の付加価値金額と給与水準

��������	�
��
������������

図5 電子部品・デバイス産業の製造業構成比と給与水準
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3.2 鳥取県の電子部品・デバイス産業の付加価値金額と給与

3.2.1 47都道府県間比較

鳥取県の電子部品・デバイス産業は､ 事業所数は47都道府県中25位､ 従業者数は31位､ 給与総額は32

位､ 出荷金額31位である｡ 4人以上の事業所数は中国､ 四国､ 九州諸県の17県中､ 最も多い｡ 従業員

数は中国諸県で鳥取県を上回る県が5県､ 出荷額は6県が上回る｡ ところが付加価値総額は12県が鳥取

県の上位にあり､ 従業員一人当たり付加価値金額は工業統計表で実績が表示されている全14県中最低

である｡ 事業所数は中国､ 四国､ 九州諸県中最多であるが付加価値額生産性は最低である｡ 47都道府

県中付加価値額生産性は43位､ 従業者一人当たり給与は44位である (表1)｡

付加価値金額の低さの原因を付加価値額生産性要素別にみると､ まず他県に比べ原材料使用率が極

めて高いことが指摘できる｡ 産業連関表によれば電子部品・デバイス産業の中間素材購入先は同一産

業が過半を占める｡ 付加価値が低いのは自県内での購買､ 販売関係が弱く､ 県外からの部品調達が多

いことによる｡ 県外からの部品調達が多くとも出荷額が多ければ付加価値額生産性は高くなるが､ 従

業者一人当たり出荷額も47都道府県中では最下位クラスであり､ この結果として一人当たりでは付加

価値金額が43位にと低位にとどまっている｡ この背景には県内の生産品目､ 事業構造がある｡

3.2.2 鳥取県の電子部品・デバイスの生産品目

表2に示した電子部品・デバイス産業の生産品目を大別すると､ 第一にダイオード・トランジスタ

などのシリコン素子､ 各種の半導体集積回路､ 第二に抵抗器・コンデンサー､ 電子回路基板などの汎

用部品､ 第三に液晶素子やブラウン管などの表示装置､ 第四にその他の部品に分けられる｡ 鳥取県の

電子部品・デバイス産業は､ シリコン素子や半導体集積回路の生産事業者は少なく､ 音響部品や電子

回路基板などの汎用部品生産事業所が多い｡ 電子応用であっても電気部品に近いものが多い｡ これら

の製品は技術優位性が小さく､ 装置産業でもないため､ 低生産性､ 低付加価値とならざるを得ない｡

2005年の鳥取県の電子部品・デバイス産業の出荷金額は2,632億円である｡ このうち出荷金額が判

明しているもので最も多いのは､ プリント回路板で6事業所が608億円出荷し､ 全国シェアの約10％を

占める｡ その他電子部品は5社で400億円､ 発光ダイオードが3社で122億円､ 小型モーター3社77億円､

把握できる17社だけで1212億円の出荷となり､ 出荷総額の50％弱にのぼる｡ このほか､ 磁性材部品2

社､ スイッチ2社､ 液晶2社など県内では比較的規模の大きな事業所の出荷がある｡ 他県との比較では

出荷額に比べ事業所数が多く小規模事業所の存在も無視できないが､ 県内で相対的に大きな事業所が

付加価値金額､ 給与に大きな影響を及ぼしている可能性が高い｡
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表2 電子部品・デバイス産業の生産品目
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3.2.3 鳥取県電子部品・デバイス産業の課題

鳥取県の電子部品・デバイス産業の課題は､ 47都道府県中､ 付加価値額生産性と従業者一人当たり

給与金額が最低水準であることに集約される｡ その理由を整理すれば以下のようになろう｡

�電子部品・デバイス製品の内容が､ 先端的電子産業､ 装置産業的なものとなっていない｡ これが

装置指向型の九州諸県との差となっている｡

�比較的規模の大きい電子部品・デバイス生産工場は､ 同一企業の他事業所間との取引が販売価格

ではないため付加価値金額が実際の製品価値に比べ低位に設定される可能性がある｡

�企業内での役割分担が外部で決められるために3､ 市場を自由に選択できず､ 生産量は社内向け

出荷に限定される可能性がある｡

�県内電子部品・デバイスは､ 県内での部材購買販売・出荷が可能な生産品目になっていないため､

県外調達､ 県外販売・出荷が基本となっている｡

�付加価値金額は低いが分配率が他県に比べ高く､ 給与水準は付加価値金額とは別の基準で設定さ

れている可能性がある｡

これらの現象の背景にはさらに深層的要因があり後述するが､ その前に電気機械､ 通信情報機器の

国内､ 鳥取県動向を分析する｡

3.3 電気機械

電気機械は東京都､ 大阪府などの大都市とその周辺県および愛知県､ 静岡県での集積が目立つ｡ 大

都市周辺では群馬県､ 茨城県､ 滋賀県､ 岐阜県などの生産が多く､ 地方県では長野県が上位にある｡

電気機械産業は電子・電機産業のなかでも歴史が古く､ 大都市では小規模事業者も多く存続している｡

電子部品・デバイス産業のように技術革新が活発で資本集約的ではないために地方に急速に展開する

必要性が低かったためと考えられる｡

生産品種別では､ 電動機などの重電系は静岡県､ 愛知県が目立つ｡ 両県は自動車用電装品の生産が

多く､ 自動車の集積との関係が強い｡ 発電機などの大型の重電機器は総合電機の拠点である関東諸県

が多い｡ 冷蔵庫やエアコンなどの白物家電は大阪府や滋賀県が集積の中心となっている｡ 佐賀県は電

気機械の集積規模は必ずしも大きくは無いが､ シリコンウエファー4製造事業所が3社あり､ 高額の設

備投資による高付加価値産出を実現している｡

付加価値額生産性を要素別に回帰すると､ 47都道府県がほぼ例外無く原材料使用率と出荷額生産性

によって説明でき､ 決定係数も0.9を上回る (図6)｡ 電気機械は旧来型の家電､ 重電機器が中心であ

り､ 先に述べたように技術革新を反映した大規模投資による地域差が現れやすい電子部品・デバイス

産業や通信情報機器などとは異なり､ 市場､ 技術とも安定しているためといえよう｡

鳥取県は､ 全国平均と比べると原材料使用率が平均並みで､ 出荷額生産性がやや低いが､ 付加価値

額生産性はほぼ全国水準を維持している｡ 全国並みの県内調達率を可能とする地域内での集積は確保

されている｡ これは鳥取県が家電の生産から電子・電機産業が発展してきたことによるものであろう｡

県内電気機械の生産品目は､ 電気釜､ アイロン､ コタツなど小物の家電製品が多く､ 特に電気釜は全

国生産の七分の一を占める｡ 鳥取県は家電生産中心の大阪圏との関係が深く､ 大型家電以外の製品の

生産を担っていると位置づけられよう｡

鳥取県の電気機械の付加価値額生産性は､ 全国並みであるが給与水準は低く､ 付加価値金額に対す

る給与分配率が低い｡ 給与の源泉となる付加価値額生産性がほぼ全国並みであり､ しかも労働装備率

がそれほど高くなく､ 人的要素によって付加価値が獲得されているため労働の本来価値は低くはない｡

東北諸県の給与レベルは鳥取県と近いが､ 労働分配率はむしろ高い｡ 賃金レベルだけが同水準である｡

����レポート����	
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3 企業はコスト競争力､ 生産性に従い事業所の生産品目､ 生産量を決定する｡
4 シリコンウエファーは電子製品の素材であるが､ 研磨されたものは工業統計表上電気機械に計上される｡



電子部品・デバイス産業と同様に特定地域の給与は付加価値とは関係なく､ 地域性によって決定され

ている可能性がある｡

3.4 情報通信機器

3.4.1 47都道府県比較

情報通信機器の事業所数､ 従業員は神奈川県､ 東京都､ 長野県､ 福島県､ 埼玉県が上位を占める｡

出荷総額は栃木県､ 静岡県がこれらに加わり､ 付加価値額では福島県､ 静岡県が上位にある｡ 早くか

ら工業が発展した都市圏周辺の工業集積地と地方県の一部が上位の生産地域を形成している｡ 事業所

数は他の二業種に比べて少ない (付表1参照)｡

鳥取県の情報通信機器は､ 電子・電機産業の主要な三業種のなかで特化度が最も高い｡ 事業所数は47

都道府県中24位､ 従業者数23位､ 出荷総額22位､ 従業者一人当たりの付加価値金額は1654万円で12位

に位置し､ 東京都の1663万円と大差は無い｡ しかし給与は47都道府県中生産実績の無い5県を除くと

下から5位である｡ 給与は東京都が全国3位の664万円であるのに対して鳥取県は268万円である｡ 情報

通信機器でも先の二業種と同様鳥取県の給与水準は低い｡ 鳥取県の電子・電機産業にとっての最大課

題は給与の低さにあるといえよう｡

3.4.2 付加価値金額､ 給与水準の要因分析

情報通信機器産業の付加価値額生産性を47都道府県すべてについて原材料使用率と出荷額生産性で

回帰分析を行うと､ その決定係数は0.27と説明力は低い｡ しかし実績値が極端な動きを示す静岡県､

島根県､ 広島県を除くと､ 決定係数は0.8を超える (図7)｡ 一般的要因､ 関係から外れる県の影響が

情報通信機器では大きい｡ 一般条件に従わない県では､ 静岡県が高出荷額生産性､ 広島県が他県とか
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図6 電気機械の付加価値金額生産性要因
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け離れた従業者一人当たり固定資産額による高付加価値額生産性を確保している｡ 島根県は推計では

労働装備率が高く高付加価値額生産性が予想されるが､ 原材料使用率99％と高く現実には低付加価値

額生産性となっている｡

情報通信機器の付加価値額生産性は､ 出荷額生産性すなわち従業員一人当たり出荷額の影響度が強

く､ 原材料使用率の影響度は小さい5｡ 情報通信機器に分類される携帯電話､ 液晶テレビ､ パソコン

といった商品は､ 原材料は電子部品・デバイス産業から供給され､ 一般に原材料使用率は高い｡ この

ため原材料使用率の影響は小さい｡ 一方､ これら情報通信機器の市場は数量､ シェア競争が厳しく､

各地域の出荷額生産性はその地域に事業所を持つメーカーの市場競争力によって決まる｡ しかも情報

通信機器の商品は大規模な設備投資競争も伴うため､ 企業の投資によって地域間関係が大きく変動す

る6｡ 地域の付加価値額生産性が共通要因で説明しきれないのはこうした市場の不安定性にあるため

とみられる｡ 鳥取県は､ 出荷額生産性は全国平均以下であるが原材料使用率が全国に比べ低いことか

らほぼ全国並みの付加価値額生産性を確保している｡

3.4.3 生産品目と付加価値金額､ 給与への影響度

情報通信機器の生産品目は､ 固定・携帯電話､ テレビ・音響製品､ 汎用コンピューター・パソコン､

情報通信装置用設備などが中心である｡ 鳥取県はこのなかで固定・携帯電話､ 音響機器や同部品など

����レポート����	
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5 説明要因の影響度は説明変数の係数から計測できる｡
6 薄型テレビで優位な技術､ 市場評価を持つ企業事業所立地地域や設備投資が実施された地域は付加価値額生産性が高ま
る｡
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消費者向け最終製品の比率が比較的高い｡ これらの生産品目のうち携帯・PHSの出荷額は全国で2兆

1829億円と情報通信機器のなかでは最大生産項目である｡ 鳥取県にはこの携帯・PHSの生産事業所は2

社ある｡ テレビは､ 液晶テレビの生産規模が6309億円で､ その他テレビを合わせた出荷規模は約1兆

円である｡ 液晶テレビの生産を行っている県は10県であり､ 岩手県､ 山形県､ 新潟県など地方県でも

生産が行われている｡ 鳥取県では音響メーカーが比較的多く､ カーステレオ､ デジタルディスクプレー

ヤーなどの生産を行っている｡ パソコンなど情報通信装置の部品は多くの県が生産を行っているが､

鳥取県ではこれらの部品生産を手がけている事業所は少ない｡ また情報通信機器に関係する設備関連

製品の生産は県内にはほとんど無い｡ 設備関連製品では神奈川県､ 東京都などNEC､ 富士通､ 東芝な

どの通信装置メーカーが存在する地域が主体である｡ 鳥取県は関西家電メーカーの傘下で情報通信機

器の消費者向け最終商品の生産を担っている｡ 鳥取県の情報通信機器は全国に比べ付加価値額生産性

はそれほど低くはない (付表1参照)｡ これに対して賃金がきわめて低い｡ 県内情報通信機器の主体は､

消費者向け製品の組み立てであり必ずしも零細企業ではないが､ 低給与である｡

3.5 全国と鳥取県の電子・電機産業の三業種

3.5.1 電子・電機産業の三業種の関係

電子・電機産業の三業種のうち､ 電気機械､ 情報通信機器は､ 部品も含まれるが多くは消費財､ 資

本財のいずれかの最終製品として生産されるものが多い｡ これに対して電子部品・デバイスは最終製

品ではなく上記産業や自動車等の構成部材として位置づけられる｡

情報通信機器は､ 携帯電話､ 薄型テレビ､ ナビゲーションなど最新の電子部品を応用した最終製品

が中心であり､ 新製品開発による市場拡張傾向が強く､ しかも大規模な技術開発投資と設備投資を要

することから､ 全国ベースでは三業種中､ 従業員一人当たり付加価値金額と給与額は最も高い｡ 電気

機械は旧来型の白物家電や重電機器､ その構成部品が中心であり技術､ 市場の成熟程度も進んでおり､

従業員一人当たり付加価値金額､ 給与金額は三業種のなかで最も低い｡ 電子部品・デバイス産業の製

品は半導体のように大規模設備によって生産されるものや､ 小規模な事業所で労働集約的に生産され

るものが混在する｡ 一般的には､ 設備・開発両面で資金力を要する装置的なものや､ 特殊製造技術が

多く､ 従業員一人当たり付加価値額や給与は情報通信機器に次ぐ｡

－ 14 －

表3 鳥取県の電子・電機産業三業種の特性
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これら三業種について鳥取県と全国を比較すると､ 従業員一人当たり付加価値額生産性やこれに対

する給与比率は異なるが､ 共通するのは､ 従業員一人当たり給与が各業種においてほぼ最低水準に属

することである｡

3.6 電子・電機産業の給与水準の決定要因

3.6.1 47都道府県の動向

これまでの分析結果から電子・電機産業の給与は､ 生産力とは別に地域の固有性をもつことが明ら

かである｡ 地域ごとの給与差を示すものに都道府県別最低賃金がある｡ この都道府県別最低賃金を独

立的に決まる変数と仮定して､ 各都道府県の従業員一人当たり給与を､ 地域の生産力を示す従業員一

人当たり付加価値金額とによって回帰分析を行うことで､ 業種別地域別での付加価値金額と都道府県

別最低賃金の影響力の大小が測定できる｡

電子・電機産業のうち電子部品・デバイスと電気機械は最低賃金の影響が高い (表4)｡ 両者の都道

府県別影響度をさらに明確にするために､ 従業員一人当たり付加価値金額だけで給与を推計し､ これ

と給与水準実績の差分をとり最低賃金と比較したものが､ 図8である｡ 付加価値金額で説明できない

給与の差分と最低賃金水準との関係が観察できる｡ 都市圏では付加価値金額で説明できる以上の給与

水準であり､ 東北諸県､ 山陰二県､ 九州は付加価値金額で説明できる金額を下回る｡ なお､ 決定係数

が低いのは県による特殊性､ 例外的背景による影響が大きいことによる7 ｡ 各説明要因の係数が平均

的なものであり､ その影響度が県によって異なるためである｡

電子部品・デバイス産業を､ 47都道府県を対象として回帰すると､ 京都府や奈良県など特殊要因の

強い府県の影響で決定係数は低いが､ 給与への影響要因は最低賃金が付加価値金額を大きく上回る｡

奈良県や京都府はシャープ､ 京セラなど研究所や本社があり､ 愛媛県には三菱と日立の半導体生産メー

カールネサンステクノロジーが立地し､ 佐賀県ではシリコンメーカーSUMCOが生産工場を有し半導

体事業所などの集積がある｡ 一方で東北諸県､ 山陰二県は電子部品・デバイス産業の生産比率が高く､

大小の事業所は存在しているもののコスト削減を求められる単なる生産工場となっている可能性が強

い｡

電子・電機産業はその従業員が最低賃金で働いているわけではないが､ 鳥取県や東北諸県などの低

給与県では､ 最低賃金が影響しやすい独自の事業構造､ 賃金決定プロセスの存在が考えられる｡

����レポート����	
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表4 電子・電機産業の都道府県給与への影響要因
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7 例外県を除くと当然説明力は高くなる｡
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図8 電気機械の給与水準決定に対する影響要因
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3.6.2 鳥取県の地域特性の背景

県内電子部品・デバイス産業には､ 大企業傘下の事業所が複数ある｡ オムロン倉吉株式会社､ エプ

ソンイメージングデバイス株式会社､ シャープ米子株式会社､ 鳥取三洋株式会社などである｡ 大企業

傘下の地方事業所は､ グループ内の他事業所に部材等を出荷する役割が中心であり､ 出荷価格に利益

等が含まれず従業員一人当たり付加価値金額が低いケースが多い｡ ところが紙・パルプ､ 飲料・たば

こでは､ 既に述べたように従業員一人当たり付加価値金額が低くとも給与は高かった｡ これはそのグ

ループ企業の給与水準が反映されたためといえる｡ 一般に地方の事業所でも基幹的な工場や装置型の

事業所では､ 従業員は正社員を中心としその企業の給与水準が適用される比率が高い傾向がある｡ 九

州諸県のなかで大規模な半導体の生産事業所が立地しているところでは､ 最低賃金が低いにもかかわ

らず給与水準が高い県が見られたとおりである｡

鳥取県の電子・電機産業では､ 大手企業傘下で従業員の多い事業所では派遣労働者の比率が極めて

高いことが指摘できる8｡ この場合大手企業といえどもその企業内の給与水準から切り離され､ その

地域の派遣労働の給与水準が基準となる｡

一方､ 独立型の中小規模事業所では派遣労働者の比率は低い9傾向がある｡ これらの事業所は､ 付

加価値金額は大きくはないが､ 地域それぞれの業種水準に見合った給与以上を支払わなければ従業員

を確保できなくなる｡ 鳥取県の電子・電機産業三業種の給与水準は､ いずれもその業種内では47都道

府県中ほぼ最低水準であるが､ それでも電子部品・デバイス産業と情報通信機器の差があるのは､ 業

種間の事情を反映したものであろう｡ 電子部品・デバイス産業に比べ､ 情報通信機器は事業所数が少

なく､ しかも最終組み立て製品が多く一定の事業規模が必要である｡ こうした組立てラインほど派遣

労働比率が高いことが多く､ 場合によっては独立型で正社員中心の中小企業の給与水準を下回ること
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図10 電子部品・デバイスの給与水準決定に対する影響要因
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8 ヒヤリング等から判明｡
9 ヒヤリングによる｡ 中小事業所の派遣が少ないのは人材派遣会社の大規模事業所と小規模事業所に対する対応差の可能
性がある｡



も否定できないであろう｡

電子・電機産業では付加価値金額の産出構造は全国的な条件に従うが､ 付加価値金額から給与に分

配される過程はより複雑である｡ 就業形態､ 地域における特定企業の事業所の位置づけ､ 業種が関係

するが､ これらの基礎には地域の給与水準がある｡ 循環論法に陥ってしまうが､ 鳥取県の給与水準は､

地域固有の給与水準によって決まるということになる｡ 問題は地域固有の給与水準は何かということ

になる｡

付加価値額生産性が高くても公的な最低賃金格差が県ごとにあれば､ ある県での給与水準の決定手

続きにこれが基準指標として影響することは避けられないであろう｡ 一方で大企業の研究者､ 管理者

などは､ 地域の付加価値金額とは関係なく業種､ 企業業績､ 能力などによって決まり､ 最低賃金から

の影響は及ばない｡ しかし地方の工場のラインなどで働く一般従業者や派遣従業者は最低賃金に現れ

る給与差の影響が強く出る｡ こうした事業所が多い地域である東北諸県や山陰二県はその影響を相対

的に強く受けることになる｡ 最低賃金水準は地域にとって予想以上に重要な意味を持つ可能性がある｡

3.7 地域が対応すべき課題

県内電子・電機産業のなかでは電子部品・デバイス産業が最も大きい｡ その問題は､ 従業員一人当

たり付加価値金額と給与が極めて低いことに集約される｡ その直接的原因は従業者一人当たり出荷金

額が低く､ 県内調達率が低いことにある｡ 従業員一人当たり出荷金額の低さは､ 市場展開力の弱さと

大企業傘下の事業所の出荷価格の配分率の低さに分けられる｡ 大企業傘下の事業所は､ 企業内での役

割に応じた部材､ 最終製品出荷が中心であり､ 世界を含めた市場へのアプローチは企業の戦略次第で

あり､ 企業のトータル競争力の結果である｡ 出荷額の配分率は､ 本社の研究開発費や営業費などの管

理費相当分が出荷額から差し引かれるものであり､ さらに地域事業所に帰属する利益等が本社に移転

されるのは企業戦略の一環として当然のことであり､ 現行制度下で地域が関与できることではない｡

一方､ 県内中小事業者の多くは､ 営業力､ 技術開発力の不足によって､ 市場展開ができないとの声

が強い｡ 市場拡大等において地域が対応すべきターゲットは中小事業者である｡ 付加価値金額拡大に

おいて地域が対応すべき第一の課題はここにあろう｡ この点では既存の事業構造を踏まえ､ これを発

展的に拡大していくことが必要となる｡ 第二の課題は､ 電子部品・デバイス産業､ 情報通信機器､ 電

気機械の給与水準の引き上げである｡ この問題は､ 最低賃金を含めた賃金・雇用制度の問題であり､

全国的視点からの取り組みが必要となる｡ 他県との比較で大企業傘下の地域事業者が経営上不利な立

場に立たされたり､ 撤退に至ったりすることのないように､ 対応を進める必要がある｡

4. 電子・電機産業の付加価値金額拡大

4.1 電子部品・デバイス産業および電子・電機産業の基本方向

県内電子・電機産業の付加価値金額拡大は県内生産力の拡大が基本となる｡ これを実現するために

は県内既存企業の生産能力拡充と誘致・起業等による能力増強に取り組む必要がある｡ 同時に県内電

子・電機産業､ 電子部品・デバイス産業が日本および世界の市場や技術との適合性をもつことが求め

られる｡

電子部品・デバイス産業は､ 部品産業である｡ 素材､ 部品を購入し､ 一定の加工組み立てを行って

新たな価値を付加し次工程部品や完成品用の部品として出荷する｡ 県内の電子部品・デバイス産業は

家電製品向けの部品加工､ 生産を契機として発展してきた｡ 鳥取県に電機産業の集積が進んだ時期は､

家電製品の普及期にあり､ しかも生産技術は地域内での分業で対応可能な技術レベルにあって最終組

立工場を頂点として地域内に関連産業が立地する古典的集積効果を発揮できた10｡ その後の電子技術
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10 一定の地域内に当該関連産業が集まることで輸送費の低減､ 情報交換コストの引き下げ､ 製造技術・知識の共用によ
るメリットが受けられる状況にあることを意味する｡



を中心とした技術の高度化､ グローバル化による生産拠点や市場の国際的展開によって工程は細分化

され､ 部品生産､ 組み立てを地域内で完結的に行う集積効果は低下してきた11｡

電子技術を基礎とした現代の電子・電機産業では技術を工程ごとに細分化し､ 特定の部材､ 部品､

これらを一定の機能部品とするモジュールの製造に特化し､ それ以外については他企業の資源を活用

するオープンアーキテクチャー型が主流となってきた｡ オープンアーキテクチャーとは､ 部品間の接

合部やサイズなどを世界的に規格化し､ どこの国のどこの工場で製造したものでも､ 部品として使用

できるシステムである｡ こうしたシステムでは部品を集めて最終製品を組み立てることよりも､ 技術

的に特化､ 差別化した部品に生産を集中し､ これを全世界に販売することのほうが企業の付加価値生

産性をより高める｡ 高度な素材､ 部品､ これを組み合わせたユニークな組み付け用部品は､ 最終製品

以上に高付加価値を獲得するようになっている12｡ 例えば三洋電機は家電市場での自社ブランド評価

の低さに対して､ ブランド力あるデジカメや携帯電話メーカーに優れたモジュール部品を提供するビ

ジネスモデルが､ 高く評価されていた｡ 九州諸県や愛媛県では､ 付加価値金額と最低賃金では説明の

つかない高給与を維持しているが､ これらの地域にはシリコンウエファーや半導体など世界的に寡占

度の高い特定の部品を生産している事業所が存在する｡ この点で電子・電機産業､ 電子部品・デバイ

ス産業は､ 自動車産業と大きく異なる｡ 自動車は商品の個別性が重視され､ 商品に応じた部品供給が

求められ特定の素材加工､ 部品組み立てが必要となる｡ 近接性の利益､ 一定の地域内で購入販売が可

能な集積が有効性を持つ｡ 自動車メーカーが海外に生産拠点を設ける場合､ 部品メーカーの集積形成

は不可欠となる｡

鳥取県の電子部品・デバイス産業や製品組み立てを行う情報通信機器は､ 県外から素材､ 部品を購

入し､ 国内・海外へ販売するオープンな製造システムになっている｡ 鳥取県は最終製品が小型のもの

が多く､ 生産量も限定されているために県内で購買と販売を集積していくことは地域適合的ではない｡

問題は､ その製品の多くが汎用の低価格部品が多いことにある｡ 中小企業でも世界市場へ向けて販売

できる高度技術に裏打ちされた高付加価値部品やモジュール製品への転換を進め､ オープンアーキテ

クチャー型に適合した電子・電機産業を形成していくことが､ 求められる｡

4.2 付加価値金額増大の実行策

4.2.1 県内の既存中小企業の強化

県内中小企業に不足しているものは､ 技術開発力とマーケティング力である｡ 県内の大手事業者が

世界的にニーズの高い高度加工発注を県内で行おうとしても､ これに対応できる企業が無くやむなく

県外の企業に発注せざるを得ないケースがある｡ 地域内に世界に展開できる技術開発ニーズがあり､

しかもこうした技術を獲得できれば､ 県外､ 世界の他メーカーに対して販売可能となる｡ 世界市場を

ターゲットとするオープンアーキテクチャーにおいて､ 県内市場の規模は限定されたものであり大き

な期待はできないが､ 一方で技術ニーズ発見の場､ 試作品の実用化の場として活用できる｡ 上記事例

では試作品の評価確認が県内でできる｡ 技術ターゲットが明確となれば､ 課題は研究支援組織を探す

ことである｡ 技術ニーズ発見､ 技術開発､ 製品検証､ マーケティングなど一連の開発事業化プロセス

の実行にかかわる支援体制が地域内に整えば中小企業でも新たな展開ができる｡ 個々の中小企業がこ

れを持つことは不可能であるが､ 県域で共通した経営基盤とすれば可能となる｡ これは､ 県内ですべ

ての能力を持つことではなく､ 県外から支援を受けられる窓口を整えるという意味も含む｡ 個別企業

の申請を待つ補助金や融資制度を整えるだけの地域政策では､ 地域の中小企業の総合的活性化の効果

は薄い｡ 不足している能力､ ニーズの高い基盤を整備することが重要である｡ 鳥取県固有の中小企業

の活動基盤､ 共通のインフラの整備は､ 中小企業の誘致促進の基盤にもなる｡

����レポート����	
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11 県内企業に対するヒヤリングからは県内調達率､ 県内企業向け出荷率は一部の企業を除き低率である｡
12 インテルのCPUと低価格パソコンが典型例である｡



4.2.2 誘致による生産力拡大

電子・電機産業､ 電子部品・デバイス産業に限らず､ 資本､ 技術､ 新たな雇用をもたらす県外から

の企業の立地は､ 鳥取県にとって歓迎すべきことである｡ 地域との適合性が問題にならない限りより

多くの産業に門戸を開き､ 地域が積極的に企業の地方立地ニーズをサーチし､ 多少とも鳥取県に興味

をもつ企業があれば鳥取県を選択できるような体制､ 条件を民､ 官が協力して整えていくことが必要

である｡

一方で鳥取県が､ 県内の電子・電機産業の重要性から､ これを誘致によって主体的に強化する戦略

も重要である｡ ただし他県で大きな経済効果を発揮している電子技術の基礎となる寡占度の高いシリ

コン関係､ 半導体生産などは魅力的であるが､ 対象企業は限られているため競争条件は厳しい｡ 電子

部品・デバイス産業の活性化の基本方向からは､ 小規模であっても世界的な技術をもつ中小企業群の

集積を進め､ 高度なモジュール対応製品によって着実に付加価値増大を目指すという戦略が導かれる
13｡ これによって国内外の電子・電機産業や自動車産業が求める高機能諸製品の供給を拡大し､ こう

した集積を進めることでより規模の大きな産業の進出を促すことも可能となる14｡ このために､ 高度

技術を持つ中小企業を対象に､ そのニーズに見合った条件を整えることが求められよう｡ 県内での立

地を進めた中小企業には､ 都市圏での立地､ 拡張が困難となり鳥取県を拠点とした例がある｡ また､

価格の上昇した土地を設備資金や債務返済に充当し新規立地を行う企業もある｡ こうした立地ニーズ

に対応した誘致であればその実現可能性は高まろう｡

なお､ 地域が自ら特定業種・商品への特化を打ち出し､ そこに限られた資金や人材などをインフラ

整備として事前的に投入することはリスクが大きい｡ 特定業種に先行的に地域資源を事前投入し､ な

んら成果がなければ無駄な投資となってしまう｡ 事前的に地域が投資を行う場合､ 市場の安定性､ 技

術の安定性が重要となってくる｡ 業種特定での戦略はリスクを踏まえ､ 交渉における誘致促進条件の

提示を中心として行う必要がある｡ 本来事前的投資は産業インフラ整備であり､ 県内の産業活性に広

く､ 持続的に活用できるものにすべきといえる｡

4.3 既存企業の生産能力拡大と企業誘致を促進するための基盤整備

鳥取県の電子・電機産業､ 電子部品・デバイス産業のオープンアーキテクチャー戦略を推進するた

めには､ 以下のような産業基盤が必要となる｡

第一に集積・活性化の実行推進組織また経営支援組織として､ 内外に広く情報網を展開する県固有

の商社的機能の整備を推進する｡ この組織は､ 誘致企業のサーチ､ 交渉､ 技術情報の把握､ 県内中小

企業の高度技術製品を国内外に販売するなど経営機能を備えたものとし､ 大手商社等専門的組織との

提携､ 人材活用によって形成する｡ 同時に地域の企業がこれら機能を活用できる体制として､ 県内の

専任人員を抱える経済団体・産業支援組織の機能を同時に強化し一体的に運用活用できるものとする｡

第二に技術開発の実行組織､ また支援組織として県内の大学､ 県研究組織などを統合的に運用する

体制を整え､ 県内の技術ニーズの把握､ 県外への支援連絡機能等を整え､ 必要な技術支援を国内外か

ら得られる体制を形成する｡ 技術支援では､ 県内の大学､ 研究組織のカバー範囲がニーズすべてに対

応できるわけではない｡ 県内組織の機能強化において特に求められるのは､ 国内､ 世界から開発を支

援できる研究者､ 組織を企業ニーズに応じて紹介することであろう｡

第三に県内で人材､ 機能が不足している電子関連等の設計､ 高度な情報ソフト開発機能を誘致や新

組織設立によって整備する｡ 専門人材の確保では､ 県内の小規模事業者が高度な電子回路設計者､ 情

報関連技術者､ 国内外のマーケットに通じた営業担当者を単独で確保することは難しい｡ 電子関連の
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13 県の人口・財政規模から補助金の多寡によって他県と対抗することは実質的には困難である｡ 大企業による集積はも
とより望ましいが､ 中小企業であっても高度なデバイス製造､ 加工技術を有する企業の誘致を中心に､ 県内での新たな
産業集積を重視する｡

14 中小企業を誘致対象として､ そのニーズに即した支援を行えば地域の支援金額が規模の大きな都道府県ほどなくとも､
支援比率は高くなる｡



設計会社やシステム開発会社を事業所として誘致することに加え､ 第一の経営組織や県内技術支援組

織において相応の処遇によって県内外から高度な人材を確保することも必要である｡

これらの基盤整備では人､ もの両面での県外資源の活用が重要な鍵となる｡ 鳥取県の限界性を認識

しフルセット主義､ 自前主義から脱却し､ 持てる資源を集中し技術開発､ 不得手なマーケティングに

外部の組織､ 人材を活用することが重要となる｡ またこうした組織運営では､ 既存の意思決定システ

ムからの独立を確保し､ 独立した目的指向型の意思決定システムによるべきことが重要である｡ こう

した意味では港湾､ 空港などインフラも同様であり､ 鳥取県にあるから使うのではなく､ コスト､ 利

便性に基づいて､ 県外資源を活用することも考慮する必要がある｡ そのためにはインフラ整備などで

も特化戦略が必要となる｡

以上のような地域産業活性化の形態は､ 愛知県の自動車産業による地域集積強化型でもなく､ 特定

地域内での金融機能､ 技術開発機能､ 販売機能が一体となったクラスターでもなく､ 限定的な資源に

とどまる鳥取県が開放的､ 広域ネットワークを活用した､ 鳥取県固有の特性の基づく形態である｡

鳥取県内の電子・電機産業が地域内で購入するのは日常サービスやダンボール程度というケースも

聞かれる｡ オープンアーキテクチャーでは直接的にこうした面での地域内効果はかならずしも強くは

ならないが､ コア価値を強化し優位性をもつ産業が発展すれば､ 地域の関連サービスの需要拡大､ 活

性化が期待できる｡ 特化した産業は､ 地域内で技術開発､ 製品の実証確認を行い､ 量産体制はあくま

で県内の拠点を以って継続してこれを行うことが重要となる｡ 県域は､ 技術ニーズのサーチ､ 把握､

技術の実証確立の場として､ 世界への生産・販売を展開するための拠点であることを強く意識すべき

である｡ 高度な技術を持つ生産ラインの海外移転は､ 技術のコア､ 地域の付加価値額､ 雇用の流失に

つながる｡ 地域への効果をさらに高めるためには､ 県内企業からの調達率の向上､ 生産ラインの県内

での維持､ 県内外への販売拡大が求められ､ これに国､ 県､ 市町村は固有の優遇措置を設けることも

考えられる

5. 付加価値金額拡大成果の地域への確保

企業の付加価値産出金額を高める一方で､ この成果を地域の給与として確保することは､ 鳥取県に

とっては最も重要な課題である｡ これは鳥取県は鳥取県であるがために低賃金であることをどのよう

に改めるかということである｡

本分析で､ 県内の大手企業ほど派遣労働者の比率が高く､ これが給与を引き下げている可能性を指

摘した｡ 労働者派遣法では製造業派遣は禁止されていた｡ これが改正労働者派遣法によって2004年3

月1日に解禁されたが､ それ以前にも請負形式によって従業者と企業の関係は変質しつつあった｡ 鳥

取県の場合2001年前後に雇用形態が変化したことが図11からもうかがえる｡ この時期以降､ 企業の直

接雇用が請負そして派遣へとシフトした可能性が強い｡ 同時に付加価値金額に占める給与比率引き下

げが起きている｡ 鳥取県を含め労働集約型の生産事業所が多い県では､ 就労形態を転換することで給

与引き下げが行われた可能性が高い｡ 経営状況が厳しい企業では特にその流れが加速することが予想

される｡ こうした傾向が継続する限り､ 地域からの人材の流失は避けられず､ 特に優秀な人材ほど流

失する｡ この結果として､ 付加価値産出の要素である人材が不足する地域では地域間格差がさらに広

がる｡

以上のような状況では低賃金型の地方諸県にとっては､ 数年前まで実施されていた製造業での派遣

禁止の復活や､ 雇用期間を企業が自由にできる対価として正社員以上の給与水準確保や社会保障の負

担を､ 法律によって全国一律に引き上げることがむしろ格差解消には有効となる｡ ただしこうした対

応を地域単位で行っても､ 地域間競争になり実効性は確保できない｡ 地域の大企業傘下の事業所が不

利にならないためにも全国一律の対応が必要である｡ 県別最低賃金も､ これが低いために付加価値金

額にかかわらず給与が低く抑えられている可能性があることは指摘した｡ 地域の付加価値額生産性が

低ければ､ 最低賃金がある程度低くなるのは妥当性がある｡ また物価水準などの生計費を含めてこれ
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が低い県は､ 生活の質において地域と格差のない水準を維持できるならば､ 一定の給与差の理由とな

る｡ しかし業種別・規模別の付加価値金額や働く側の個人的背景などの事情を考慮せず一県単位で最

低賃金水準を決めることは､ 低位に地域間格差を固定するものとなる｡ 主たる生計収入や社会保障が

別にある主婦のパートや学生アルバイトは最低賃金でも､ 社会生活の継続性を維持できるが､ 主たる

生計者としての生活を成り立たせることは困難である｡ 最低賃金は就業者の立場､ 職種､ 業種､ 企業

の付加価値産出力を反映したものとなる必要がある｡ 地域の賃金が安ければ企業が活性化するという

ものではない｡ 能力ある人材の確保､ 適正な消費需要の確保は､ 社会が持続していくために必要不可

欠であり､ これは企業の活動基盤でもある｡ 地域は､ 地域の生活と企業活性化の両面から付加価値金

額の最適配分を考えていく必要がある｡ そのためには､ 地域諸県は積極的に国の制度設計に関与し､

方向性を提案していくことが求められる｡ 地方政府は移転資金や補助金確保以上に､ 制度形成への役

割を一段と強めるべきといえる｡ 地方分権の時代にあって､ 地域政府は制度全般に関して中央政府と

対等な交渉力が求められよう｡

さらに製造業賃金の引き下げの理由に､ グローバル化があげられることが多い｡ グローバル化は外

的環境として働きかける対象ではないと認識されている｡ しかし不当に安い給与､ 違法労働､ 社会保

障が不備な低賃金国､ 環境汚染の対策を怠っている国に対しては､ 各国が輸入禁止をとりえるような

国際的制度を通じて対処できる｡ 地域は国に対してこうした制度対応を求めていくべきである｡

6. おわりに

本論においては､ 電子・電機産業の付加価産出構造と給与水準の決定要素を技術､ 市場､ 経営構造

から解明を試み､ これにもとづいて鳥取県固有の生産力拡大策を提示した｡ 産業の高度化､ 付加価値

金額増大は､ 県内の既存企業の活性化､ 誘致の増大の両面を通じて進める必要がある｡ これは鳥取県

の位置､ 産業構造､ 経営特性､ 地域の持てる力を冷静に判断し進めることが求められる｡ 主観的見解

や思いつきや他県のまねでできるものではない｡

さらに地域が企業の活性化を進めるのはあくまで､ 地域の生活基盤を充実することに目的がある｡
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図11 電子・電機産業の鳥取県と全国の給与格差
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そのためには地域は雇用・賃金制度やグローバル化の動きを見据え､ 企業活動の成果が適正に地域の

生活に還元できる体制を追及していかなければならない｡ 地域政策はこれらを総合して企業の活性化

と生活基盤の充実の両立を目指すべきものである｡ 政策決定における因果関係､ 影響度の把握を間違

えれば､ 地域格差を自ら広げることになりかねない｡ 地域に求められる能力､ 政策力は高度､ 広範囲

に及び､ かつ目的に即応した実践的なものではなくてはならない｡
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付表1 情報通信機器の都道府県別特化度
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付表2 電気機械の都道府県別特化度
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